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3 連邦刑事訴訟規則の改正と公判前会議の導入
(1 ) 公判前会議導入の肯定論と否定論
前章で検詰したように連邦刑事訴訟規則の制定過程では，条文上は，公判
前会議が導入されることはなかった。また，その後起草過程に加わったパン
ダーピノレト裁判官やオーフィーノレド教授は，公判前会議lこ関して，必ずしも
積極的な発言をしていたわけではない。しかし，公判前会議に関する議論が
消滅したわけではなかった。
すでに指摘したように，連邦刑事訴訟規則の起草過程における論評の中
で，公判前会議が論評されているものがあった。その他に連邦刑事手続に関
する論文の中で，公判前会議についてより詳細に言及するものとして，モス
コヲィッツ氏の論文がある。ここでは，公判前会議は，公判期日の 2週間か
ら6週間舗が最良の時期であるとしている。そして，公判前会議を被告人に
強制的なものとするのではなくて，被告人の任意に基づいて行われるという
意味で，賛成であるとする。この論文によると，最終的には協力関係が重要
であり，検察官が主張を十分に開示することについて，鶴臆しではならない
と指摘している九
一方， 1940年代の連邦刑事訴訟規則の制定論議があった頃には，すでに
プイー裁判官が，刑事手続における公判前手続について独自の見解を公にし
た。そして悶裁判官は，特に公判前会議に否定的に論評した。その論語は次
の通りである。
すなわち，そもそも公判前会議は，時間の有効活用などにおいて関心が
あったため，被告人の権利侵害にもなり得ることから，裁判官は注意するよ
うになったという。そこで，その開催が裁判官の裁量に任されているのもそ
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のためであるとする。一方で，検察官は証拠開示に消極的であり，さらに刑
事訴訟と民事訴訟とではいくつかの違いにも留意する必要がある。まず刑事
訴訟では，妥協はよろしくなしコモン・ロー上では裁判所が関与するとき
には，取引はしてはいけないことになっている。あるいは，被告人には自由
かつ自覚的に選択できる状況が必要であるという。そこで，ブイー裁判官
は，公判前会議の使用が，料開主義に発展する可能性があることを理由とし
て，次の 2点を指摘する。一つは，①麿史的な弾劾主義的手続から離脱す
る，そして，②裁判官は自自 (confession) と河意に焦点を当てるようにな
るから批判されることになる， というのである。そこで，すでに裁判官は十
分な権眼を有しているわけであり，時間と費用の節約のためには， もうこれ
で十分ではないかというのが，その論調であった2)。
しかもプイー裁判宮は，起草過程で提案された案について，被告人が会議
を拒否した場合や出席しない場合を想定していないと批判した。さらに，同
裁判官は次のような批判論を展開した。①被告人が会議で不在のときに弁
護人が伺らかの間意した場合には，それが不利に利用される可能性を被告人
に警告するような規定がないこと，②会議開催ぞ被告人の再意に基づくも
のとしなかったこと，③会議が公判の一部であるという規定がないこと，
④途中で会議を中止することができるかどうか暖昧であること，⑤被告人
が会議を拒否した場合に，そのことが陪審に不利益に扱われてしまう懸念が
あること，⑥したがって，会議への胃意は強制的な性格になりかねないこ
と3)，である。この論文は，実質的にはともかくも，文面上は必ずしも明確
に公判前会議に反対しているわけではない。しかし，公判前会議にかなり
告的，注意的な提言念展開していると雷える。
その後，公判前会議，あるいは公判前における裁判所の準錆活動につい
て，単独で積極的lこ論ずる文献や具体的な提雷を行うものも，いくつか公表
されている。例えば 1962年の公判前会議に関する論文では，任意的かつ非
公式的な公判前会議の使用を提案する論文もある4)。この論者によると，会
議は公判を短くするために有効であり，非公式の会議であれば，法律家にも
243 
会議の導入は受け入れられるであろうという。さらに，会議lこ参加する法律
家は，お互いによい信頼関係を保たなければならないという。ただこの論者
によれば，このような会議には被告人は出席しない方が望ましいとする。そ
してほとんどのケースでは裁判官までもがいないほうがよいという，少し
違った印象念公判官立会議について抱いている。一方で，被告人の権利佐しっ
かりと保障すれば不意打ち Csurprise) もなくなるだろうとする。そして，会
議に裁判官が関わる場合には公判裁判官の役割は重要で、あるという。もし裁
判官が会議を主導するということであれば，その指示は価値があるものであ
り，憲法上の権利をしっかりと守ることを裁判官が明らかにしなければなら
ないとする。また，被告人の参加は任意のものでなければならないとす
るの。
その他，同じ時期に，効果的な公判前会議の利用には長所があるとする論
稿がある。この論稿では，会議で，証拠開示によって明らかにされた書証を
合意によってさばいていくことが強調されている叱
(2) カウフマン裁判官の公判前会議導入論
この当時の論客の中で，カクアマン裁判官(IrvingR. Kaufman)は最も熱烈
な公判官官会議の導入論者であった。彼は公判前会議に関するいくつかの論文
を公にしている。そこで，次にカクブマン裁判官の立論を概観してみよ
う7)。
ある論文では，カクプマン裁判官は，連邦刑事訴訟規則において公判前会
議が結果として導入されなかった経緯に触れている。そしてこの手続の長所
が，広くは認識されておらず，被告人は有罪答弁などの交渉を行う解決的手
続 CSettlementProcedure) とみなされることを恐れるという理由から，連邦裁
判官もその寵用には積種的ではない， と指摘する。しかし，よく考えて利用
すれば，憲法上の権利保障をないがしろにすることなし争点を簡素化する
こともできるとする。そして，立法によらなくても，公判前会議ぞ利用する
ことができると主張する8)。
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さらに別の論文で，カタフマン裁判官はより具体的な手続像を提起してい
る。すなわち，同裁判官は，実際のケースを担当した経験から，解決的手続
として，有罪答弁などの交渉に利用されるべきではないし，そうなってはな
らないと繰り返している。また，被告人がこの手続の利用に異議を唱えた場
合には，裁判官は会議を利用できないとしている。つまり，カクフマン裁判
官は，この種の会議が成功を収めるためには，任意的な参加による会議とし
ての性格が必要であると述べている9)。
そして論文では，実際の事件の経験から，両当事者とのコミュニケーショ
ンを取ることの重要性が指摘されている。すなわち，裁判官は，コミュニ
ケーションをとって公判のハワスキーピング (housekeeping)を行う職責を
負っているという 10)。また，別の論文では，間裁判官は，その開催の手法
が偶発的なもので個別に行われているため，別の裁判官へ伝えるだけのノク
ハクの蓄積がなされていないことも指摘している 11)。
カタフマン裁判官の発想、は，当事者主義訴訟における裁判官に，より積極
的な役割を付与するものである。しかし，基本的には，両当事者の協力の意
義が強調されているため，一律の定型的な手続を想定しているわけでは必ず
しもない。また，被告人の権利保障にも配慮を促し，任意的な手続として，
公判前会議を構想しているところに特徴がある。したがって，同裁判官の問
題提起には， 1940年代に議論されていたことへの配慮が，十分になされて
いたということができるであろう。
(3) 連邦刑事手続における公判前会議の導入
このように 1950年代， 1960年代初頭には，公判前会議の有用性について
は，いくつかの論文が存在していた。その背景には，その当時の立法の動向
も影響していると言えるであろう。
最終的には，公判前会議の規定は，その後連邦刑事訴訟規期に盛り込まれ
た。しかし，公判前手続については， 1950年代にすでに研究を行う動きが
あった。そして 1960年には，連邦制度における司法会議(JudicialConference) 
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の研究グループが，公判前手続についての研究結果の報告書を提出してい
る。その報告書では，大きな刑事事件の場合について，具体的な検討が行わ
れていた。そして，その勧告によれば，長期の刑事事件の場合には，一つな
いしは数回の公判前会議が開催されるべきであるとしていた。その毘的は以
下のようなものであった。すなわち，②大量の文書を扱うため，②手続の
問題全解決するため，③任意の開意を奨励する雰閤気を提供するため，
④一般的には，公判を簡易なものとし (simpli今)，迅速化する (expedite)た
めである， とされている 12)。
この段階では，まだ詳綿な提案が報告されてはいなかった。ただし，その
輪郭は，主に以上のものである。第一に，複雑な事件，複数の当事者がいる
事件，たくさんの文書による証拠がある事件といった大きな事件で，公判前
会議が開催されるべきである。こうした事件では，公判前会議は側値があ
る， とされた13)。これを前提にして，第二に，刑事訴訟では民事訴訟と同
じ技術伝使うことができるが，刑事訴訟の場合には憲法上の権利保障がある
ために，当事者による純粋な任意に基づく会議であること，弁護人が付いて
いない場合には開催すべきではないこと，弁護人による協力が前提であるこ
と，が髄われていた。また，被告人は各公判前会議に出席すべきであ h そ
うでなければ，権利放棄を書面で提出し，弁護人に委ねる書面も提出すべき
である， としていた14)。このような枠組みは，その当時の論調ぞ反映して
いると評価することができる。そして，公判前会議が任意的な性格の手続で
あるという枠組みは，後の立法に引き継がれていった。
次に， 1963年に，アメリカ合衆冨司法会議刑事訴訟規則助言委員会 (The
Advisory Committee on Criminal Rules of the Judicial Conference of the United States) 
の連邦刑事訴訟規則 17条Aの提案に基づいて，公判前手続委員会 (TheCom-
mittee on Pretrial Procedure)は，新しく提案されている事項について検討し，
同意したと記録されている出。この段階で刑事公判前手続の研究をするこ
とが採用された。その結果，サブ委員会が結成され， 1964年 8月17日に問
委員会が報告書を提出した。これを委員会が検討し，地区裁判所に配布し，
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意見聴取した， とされている 16)。この報告書のニつのパートのうち，一つ
が刑事公判前審理に関する手続についてであった。その提案の要旨は以下の
通りである。
① 公判前審理が必要だと思われるときには，裁判所は公判前審理 (pretrト
呂l)と証拠開示の促進に蕗踏すべきではないこと。
② 公判前審理は適切な時期に開催すること。
③ 民事訴訟でもこれは公判の一部として扱われおり，合衆国憲法修正6
条を?考慮し，公開の法廷で記録係 Creporter)の出席の元で行われるべき
こと。
④ 公判前審理が適当な事件類型は，反トラスト事件 CAntitrustcases)，税
法事件 (Incometax cases)，証券取引法事件 (Securityexchange cases)，文書
が一般的に多い事件 (Documentarycasωgenerally)である。ただし，単純
な事件でも適当なものがある。
⑤ 公判前審理に関する被告人の同意が必要である。被告人の協力がなけ
れば，この手続は価値のあるものとはならない。
⑥ 公判前審理の出席(全部または一部)を被告人が放棄する場合には，
屈による放棄が適当である。
⑦ 公判前審理での合意と同意 Cag附 ment)は，その特定の事件の目的の
ためにだけ拘束される。
⑧ 被告人の公判前審理での口頭による開意 Cadmission) は，書面にさ
れ，被告人と弁護人の署名に基づいてのみ拘束力を有する。これは協力
を促進するためである。また，合意を確かめて何が起きたのか，後に記
録に立ち戻るのを避けるためである。
⑨ 合意が公判前審理にで慎重に準備され，被告人と弁護人によって署名
され，最後に裁判所によって承認，命じられるようにすべきである。
⑮ この訂正は，明らかな不公正 Cmanifestinjustice) を避けるために行わ
れるようにすべきである。
@ 証拠開示の申立てを扱った裁判官が，その後，その事案のために，公
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判前審理主?扱うべきである。
⑫ 証拠開示の申立てを公判前審理に移行させていくのが，効果的な技術
である。それによって，長時間の聴聞を避け，事案を把握して証拠開示
の問題そ解決し，より効果的になると考えられる 17)。
その後，助言員会はこの提案を受け継いだ18)。そして助言委員会の提案
に基づいて，連邦最高裁判所がこれを採用し19)，議会を通過して20)，現在
の規則 17・1が， 1966年 7月 1日に施行されるに車った。この時期には，
特に議会における反対の動きもなかったという 21)。
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4 連邦刑事訴訟規則における公判前会議の概要
(1 )条文
連邦管轄の刑事手続においては，裁判所の裁量で公判前会議を開催する規
定が，連邦刑事手続規則 (FederalRules of Criminal Procedure) 17・1として導入
された。もっとも，先述したとおり，実際には公判前の準備手続には様々な
形態がある。公判前会議については，その開催を倍括的に認める規定が存在
するのみである。その後， 2002年に，規則 17'1は，弁護人が付いていない
被告人にも公判前会議を認めるように改正された。具体的な規定は次の通り
である。
規則 17・1 自己および当事者の申立てにより，裁判所は一度ないし複数
回の公判前会議を公平かつ迅速な公判を促進させるために開催することが
できる。会議が終了すると，裁判所は会議中に承認された事項の記録を準
備し，保存しなければならない。訴追側は会議中に被告人あるいは被告人
の弁護人によってなされた陳述を使用しではならない。ただし，それが書
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面にされて，被告人と被告人の弁護人によって署名されている場合には，
この限りではない。
規則は，裁判所の訴訟運営のための固有の権利を成文化したものであると
されている九また，規則の文面では，あらゆる種類の公判前会議に対応で
きるように，幅広い言葉が使用されたという九したがって，その当時の文
献によれば，規則は公判前会議の基本を確立しただけであって，運用するか
どうかだけではなくて，そのあり方についても裁判官の裁量に委ねられてい
る性格のものであった3)。したがって，その解釈のあり方は一様では必ずし
もなかった。例えば，公判前会議の場所について，条文上は明らかでない。
ただし，制定過程の当初から，合衆国憲法修正 6条の問題を回避するため
に，公開裁判所で行われるべきであるとした公判前委員会の勧告は，前述の
還りである 4)。
また，会議は正式起訴(indictment)ないしは，略式起訴 (information)後に
行われることが予定されているし5)，公判前会議は，公正で迅速な公判を確
立するために行われると規定されている。そのため，必ずしも必要的に公判
前会議の利用が求められているわけではないことは，規則の文書上，明らか
である。後半の訴追側に対する制限規定は，会議での強制に基づいてなされ
た陳述な使用しではならないことを確保するものである。公判裁判所が公判
前会議の申請を却下した場合には，裁量権の濫用の場合にのみ，不服申立て
によって破棄されることとなる。過去に裁量権濫用として，公判前会議の部
下が破棄された事例もある6)。
(2) 記録
規則によると会議の終了とともに，記録が保存されなければならない。そ
の具体的な事項については，アメリカ合衆国司法委員会 CUnitedStates Judicial 
Conference)の指摘では，被告人，弁護人，検察官による署名が必要である
とされている 7)。したがって，被告人の供述は誼ちに不利益な証拠とされる
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わけではないことになる。ここでは，両当事者による同意が重要である。裁
判所は当事者を強制する権限がないし，同意していない事項について，問題
を解決する権限もないとされている。また，記録については，被告人と弁護
人による署名が必要であるという規定は，狭〈解釈されるべきではないとさ
れている 8)。
一方，同意したことについては，明白な不正義を避けるために公判で修正
されるということがあり得る。しかし，同意は原期として，後の訴訟行為
(course of action)について支配されるというの。逆に，被告人と検察官が，任
意に，公判前の同意を行った場合には，訴訟の準備はこの河意に依拠するこ
とが期待される。しかし，公判裁判所は，予期せむ展開lこ対処するために柔
軟性が求められ，同意から開放するための裁量権を行使することができ
る10)。
(3) 被告人・弁護人の出席
若干の論争となっているのは，被告人の出席についてである。 1940年代
の議論では，被告人の出席は必要不可欠であるという意見も主張されてい
た。しかし，規定では被告人の出席については明確に必要とされているわけ
ではない。したがって，被告人による放棄の意思を確認するか，あるいは，
会議が法的問題について扱うものと裁判所が判断することが必要とされてい
る。しかし，被告人が欠席して公判前会議が行われることは，被告人本人が
書面で、公判前会議に出席しないことを同意しているのでない眠りは，危険な
試みであると，理解されている 11)。したがって，規定上は，被告人の出席
が必要不可欠で、あると規定されているわけではないが，被告人の出席は，当
然の事柄として理解されているのであろう。被告人のいない状況で，裁判
宮，検察官と弁護人の三者で重要事項が決定され， しかもそのことが，被告
人の知らない関に不利益に行われていたとすれば，後々，手続上の暇痕の陪
題として生じることになりかねないからである。
一方で，弁護人が出席せずに，被告人のみが会議に臨むことが可能かどう
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かという開題もある。 2002年の改正までは， これが不可能で、あった。しか
し，被告人の自己代理権 (Rightto selιrepresentation)の観点からと，弁護人が
いなくても公判前会議は有用であるという認識によって，可能になったとい
う12)。これは弁護人がいなくてもよいという問題ではなくて，弁護人が付
いていない場合にも公判前会議の還を関〈というところに意義を求めている
ように思われるが，アメリカ合衆国で広〈自己弁護権が認められていること
をナ前提とした改正であると評価することができる。
(4)会議の自約と取扱事項
会議の目的は，大量の書面による証拠を取り扱うこと，手続上の問題を解
決すること，そして，被告人が複数いる場合の公判に付属する問題を解決す
るということ，さらに，争点の明確化，証拠開示の開題の解決が念頭にある
とされている 13)。具体的な公判前会議で行われる事項は，次の通りであ
る14)。
-疑う余地のない事実について訴訟上の合意 (stipulほions)をすること
-証拠開示の日程を確認し，様々な証拠開示の要求について裁定すること
.様々な公判前申立てについての整理及び争訟についての日程を設定する
こと
-複数の被告人がいる複雑な事件において，弁護側の申立ての整理主?自的
として調整するために，主任弁護人を指名すること
-書面に関する質問 (foundation)の放棄
-許容できる陳述から，共同被告人への実質的な嬬見を削除すること
.被告人あるいは犯罪の分離
-被告人と弁護人との調整を設けること
・予備尋問 (voirdire)を指揮すること
・専断的忌避の数と利用について
-複数の弁護人がいる場合の異議申立てなする手続
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-複数の被告人がいる場合の証拠提出と弁論の順番
.複数の被告人がいる場合の反対尋問の順番
-公判中に弁護人が一時欠席することについて
(5) まとめ
以上のような法的枠組みとなっているが，実際上は，すでに指摘したよう
に公判前会議は連邦裁判所であまり使われていないというのが実情である。
また，アメリカ合衆国の論文にて，公判前会議のあり方を検討しているもの
もほとんどないという現実がある。それはなぜなのであろうか。一つの理由
としては， この会議がもっぱら裁判官の裁量に委ねられていて，当事者の権
利として，保障されているわけではないことを挙げることができる。その意
味で，公明j前会議には，むしろ，司法行政上の問題として，その機能の意義
が関われている。そして，実擦の連邦裁判所の裁判官は，この会議の必要性
をあまり感じていないのである。また，証拠開示については，公判前会議以
前に非公式の証拠開示を完了することが，裁判所と両当事者には要請され，
裁判所の介入することなく書面の認証 (authenticity) と許容性を合意 (stipu-
late)するように求められている。
注
1) United States v. Coia， 719 F.2d 1120， 1123 (11th Cir. 1983). 
2) CHARLES ALAN WRIGHT ET AL， 3C FEDE立ALPRACTICE AND PROCEDURE: CRIMI-
NAL 3d， Advisory Committee Notes for the Federal めIlesof Criminal Procedure for 
the United States District Courts 215 (West Group， 3rd.， 2000). 
3) LESTER B. 0立FIELD，2 CRIMINAL PROCEDURE UNDER THE FEDERAL RULES 720 
(The LれへryerCo-operative Publishing Company， BancrofしいThitneyCompany， 
1966) . 
4) Committee on Pretrial Procedures for the Judicial Conference of the United 
States， Recommended Procedures in Criminal Trials， 37 F.R.D 95， 97 (1965). 
めいほIGHT，supra note 2， atS 292. 
6) United States v. Cantu， 557 F.2d 1173， 1180 (5th Cir. 1977); Widgery v. United 
States， 796 F.2d 223， 224 (8th Cir. 1986). 
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7) JAMES WM. Moo立E，25 MOORE'S FEDERAL PRACTICE， s 617.1. 02 (Matthew 
Bender， 3rd ed， 2005) . 
8) WRIGHT， slIpra note 2， atS 293. 
9) Ibid. 
10) Id. at !l293 & n.6. なお，裁判所にそのような権限があると判示したものとし
て， U.S. v. Jackson， 621 F.2d 216， 220 (C.A. 5th， 1980)参照。ただし，このケース
では，検察宮が公判前の同意に違反して証拠を利用し， これを裁判所が認めたとい
うものであった。判例では，被告人が，同意に反する振る舞いについて，合理的な
通知 (reasonablenotice) を得ていたかどうかを調査し，関意から解放すること
が，被告人に不利益となるかどうか衡蚤すべきであって，そのような不利益がない
場合には，同意から解放した裁判所の判断を棄却すべきではないとしている。
11) WRIGHT， supra note 2， atS 292.制定当時のオーブイーノレド教授による連邦刑事
訴訟規則に隠する文獄によっても，ケースによっては，被告人の出席が望ましい，
あるいは必要であるとしている。 ORFlELD，slIpra note 3， at720. 
12) MOORE， supra note 7， atS 617.1. 02. 
13) W丑IGHT，supra note 2， atS 292.証拠隠示については，公判の尋問を待たなくて
もよいように適切な場所を提供するという配慮ということである。
14) MOORE， supra note 7， at!l617.1. 03. 
5 アメリカ法曹協会の証拠開示手続のモデノレ
(1) 統一刑事訴訟モデルにおける公判前会議
ところで， 1930年代頃になると，すでに述べたように統一的な刑事手続
について，いくつかの学術上の議論やモデノレ案が提示されている。もっと
も，連邦刑事訴訟規則に代表されるような手続法については，その後，より
一般的に，チNなどの手続をも統一化していこうという動きが 1960年代頃に
なると生じてきた。そのため，いくつかの国体が，モデノレとしての法案全作
成している。
一つは，アメリカ法曹協会刑事司法部門 (Sectionof Criminal Justice)が作成
した統一州法に関する全米委員会会議 (NationalConference of Commissioners on 
Uniform State Laws) の統一刑事手続規則 (UniformRules of Criminal Procedure) 
である。 1975年にその序文が記されている関冊子には，公判前会議の規定
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が次のように置かれている (491針。
公判が長期となる，ないしは珍しく複雑になる可能性がある場合，ある
いは当事者の間意による譜求に基づいて，公判裁判所は一つないし複数の
公判前会議を，公判弁護人の出席のもとで，合意，命令，公平かっ迅速な
公判を促進させるその他の手段の可能性を検討するために，開催すること
ができる。会議の最後には，裁判所の承認による，同意事項に関する記録
が，弁護人によって署名され，騒じられる。記録は公判と上訴にて当事者
を拘束する。ただし司法の利益から，裁判所によって取り消されるか，修
正されることがある。しかし，会議における被告人のよる事実の悶意は，
被告人が書面で署名したものでない限りは，被告人の不利益には利用され
ない1)。
ここで，強調されているのは，連邦刑事訴訟規則には，メモランダムの拘
束力に関する文言がないことから，そのための要件を設定して拘束力を認め
ているところである。連邦刑事訴訟規期では，メモランダムの使用について
のみ記述しているだけである。また，事実の承認 (admission)については，
被告人による署名が必要であることが強調されている九
(2) アメリカ法筈協会の三段階モデル
ユニークかっ詳細な公判前会議のモデノレを提唱しているものとしてアメリ
カ法曹協会のものがある。これは 40年ほど前lこ公表した証拠開示に関する
手続モデノレの一環である。そこで次に，以下で，その内容を確認しておくこ
ととする3)。
まず， 5・1(一般的な手続の必要性)の (a)項において，次のような手続を構想
している。
公判前手続は三つの継続的な段階に関する可能性ある必要性を認識すべ
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きである。すなわち， (i)予備的段階 (exploratorystagel。これは裁判所の
監督のない状態で弁護士によって開始され， とり行われる。 (ii)多目的
段階 (omnibusstagel。これは公判裁判所によって監督され，必要に応じて
裁判所に出頭することが求められる。 (ii)公判計掴段階 (trialplanning 
stagel。必要に応じて公判前会議 (pretrialconferencelが求められる。いろい
ろな段階が特定の事件の要求に応じて採用される。そして，適宜，これら
が行われないこともあれば，一緒に行われることもある 4)。
このようにして三段階の手続を構想するのは，証拠開示を効果的に実践し
ていくことが意図されているからである。もっとも，以下の点について注記
されている。第一に，第一段階では裁判所の監督がなく，第二，第三段階で
は裁判所による監督があるという特徴である。これは，裁判所が証拠開示問
題に関与することについて，第一段階であるかどうかがその分かれ目という
ことになるが，裁判所が何ら手を下さないとすれば多くの訴訟が伺ら動きを
なくしてしまうということから，第二段階で裁判所の関与を要求することに
なるという九そこで開示が行われ争いが生じた場合が第二段階ということ
になる。そして，第三段階においては，公判前会議が一回ないしは複数回利
用されるということになるが，これは複雑な事件であったり，被告人が複数
いる場合に，当該裁判で特別に控意を払う必要があるような場合に必要とさ
れるという趣旨で、ある。そして，現実には一般的な事件ではこれは利用され
るべきではないとされている。というのも，そのような事件では，証拠上の
問題や手続は簡明であって，前もって調整することなく処理することができ
るからであるというω。
第二に，これら三段階の手続は全事件に適用されるべきものではなし必
要に応じて利用されるべきであるとしていることである。例えば，有罪答弁
の事例では，第一段階で十分であるだろうとされ，また，公判に持ち込まれ
るような事件であっても，公判準備について，公判前会議で行うようなもの
でも，第二段階で適宜検討されることもあり得るであろうという。さらに，
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複雑な事件では，第三段階の公 ア_;<!}刀法If.員事会モグノ刊点、ゲQ.::Ift.皮ヂ援のイメージ
判前会議を分けて行ったり，さ 裁判所の介入度合
らに複数回行うことの方が箆宜
であるとされる7)。
次に，それぞれの段階は以下
のような内容となっている。ま
ず，予備的段轄については，弁
護人が，適宜，裁判所の介入す
ることなし開示，調査，答弁の
議論を利用する上で，公正に処
理する機会が提供される手続で
あることとしている (5・2(a))。
当事者による
必要lこ応じて裁
判所に出頭
公判官官会議開催
大
そして，被告人を審理する管轄のある裁判所で答弁が最初に求められるよう
なときには，もし有罪答弁に入らないときには，裁判所は他目的聴開 (Omni-
bus Hearing) 8)の時間を設定すべきであるとする(隠(b))。他自的聴閣の時開
設定においては，弁護人に対して，開示を開始し完了させ，手続を促進させ
る追加的開示を行う十分な時聞が認められなければならず，必要で、あれば事
件を謂査し，さらに答弁に関する議論を継続する十分な時間が認められなけ
ればならないとしている(悶(c))。このように最初の段階は裁判所の介入を
排除する。そして，開示については少なくとも非公式の開示を想定して，自
由な調整に当事者が委ねられている9)。
他臣的聴聞については次のような構想の内容である。他目的聴間は事実審
裁判所が積極的に適切なチェックリストを利用して確認する場である。証拠
開示については，具体的には規定に応じた証拠開示がなされているかどう
か，追加的証拠開示があるかどうかが確認される。また，弁護人が代理する
場合であるかどうかそ確認すること，公判前申立てや異議申立てについての
判断を示すこと，手続上の問題，憲法上の問題があるかどうかを確認するこ
と，公判前会議の設定，答弁の変更などが取り扱う事項として予定されてい
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る (5・3(a))。公判前における申立てや異議申立ては通常公判前に予定され，
多目的聴聞において口頭で述べられる。この時に提起できない場合で，それ
らを提起するのに必要な情報を関連するさ当事者が持っている場合には，その
ような問題について争うことを放棄することとなる。チェックリスト票は裁
判所によって作成され，聴顕ですべての要求，過誤，争点、を検討するために
利用されることとなる(同(b))。あらゆる争点は弁護士あるいは裁判所に
よって事前の通知をすることなく提起される。そして適宜，非公式にそれら
は処理される。問題を公正かっ順序よく判断するためには，場合によっては
多目的聴聞はあらゆる問題が適切に処理されるまで継続する(向(c))。逐語
録が聴聞の全手続について作成され(河(d))，当事者ないしはその法律家の
合意は，公判において当事者を拘束し，司法の利益がある場合には裁判所に
よって取り消されるか修正されることがある(向(e))。聴間の終了時に，要
約記録が作成され，開示された事項，裁判所による決定ないし命令，約定，
検討中のその他の事項が示される(問(f))10)。
このような手続は，証拠開示が適切に行われることを目的として明確にし
たものでもある。そしてこの第二段賠で裁判所が介入することとなる。特徴
としては，第一段階で証拠開示や準備がなされたあと，様々な公判前申立て
やその他の要求に裁判所が注意を払うべきことをここで示しており，できる
隈仇単独の聴聞が関かれて，最低限度の形式性を備えた手続が構想される
こととなる。そして様々な公判前の手続き上の目的を達成することが， この
聴聞の自的となる。ここで利用されるチェックリスト票は公正かっ頗序よく
かっ迅速に行うためのものであり，弁護人の方にも侍が検討されるのか明ら
かにするものである 11)。
聴問の形式については，まずは弁護人が被告人営代理することを必要とし
ているし，証拠開示が多目的聴関前に完了されているかどうかを確認するこ
とがまずは重要とされていることがわかる。しかしなお争いがある場合に
は，できる限り多目的聴関で決着を付けることが求められていて，追加的な
証拠開示念行う上で多目的聴聞が舘宜であるとしている。また，開題を争う
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ことを放棄することを定めた規定(b)は，手続的構想、の中で重要な地位を占
めるものとされている 12)。すなわち，これによって不必要な蒸し返しを避
け，何度も公判や聴聞を繰り返すことを止めることを目的としたものだから
である。
公判前会議については，①公判がおそらく延期されるか，さもなければ
②事件がひどく複雑となる可能性がある場合には，あるいは，③弁護人の
荷意による要求に基づいて，公判裁判所は(多目的穂、関に加えて)公判前手統
合一回ないしは複数回開催することができる。公判前会議では弁護人が出席
し，公正かつ迅速な公判を捉進するような物事を検討する。被告人は書面で
放棄しない限り，これに出席する。通常検討されるべき事項としては以下の
ものがある。
-事実について争いがないことについて訴訟上の合意 (stipulations)を行う
.当事者の様々な書面とその他の証拠物について確認する
-書面について，証拠の許容性に関する証人への費関 (foundation)を，放
棄すること
・重大な共同被告人への偏見を，許容されうる陳述から部除すること
.被告人らの分離あるいは援数の犯罪の分離
-被告人と弁護人のための謂整をすること
-陪審員の利用と質問事項について
-予備尋問の指揮
・専断的忌避の数と利用
-複数の弁護人がいる場合の異議申立ての手続
-擾数の被告人がいる場合の証拠提出および弁論の順序
.擾数の被告人がいる場合の反対尋問の順番
-公判中の弁護人の一時的な欠席。・4(a))13) 
このような会議は記録されなければならず，会議の終わりにあたって，公
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判前の命令，南意された物事のメモは弁護人によって署名されなければなら
ない。そして裁判所によって承認され，綴じられる。これらは公判，上訴，
有罪判決後の手続において両当事者を拘束する。ただし，司法の利益から裁
判所によって留保されている場合，あるいは変更される場合には，この限り
ではない。しかし，被告人が出席して同意した場合には，その同意は公判前
の命令に合まれ，そして弁護人と閉じように被告人によって署名している場
合に隈h その被告人を拘束する (5・4(b)) 14)。
このように，公判前会議は多目的聴簡とは別物として構想されている。そ
して，この手続は公判の計画をその目的として考えられていることがわか
る。また，公判の可能性が合理的にある場合に予定されるものであって，証
拠開示が多目的聴問の段階で実質的に少なくとも完遂されているために，当
事者が審理されるべき時間帯を判断することができると想定しているのであ
る。被告人はこの段階で有罪の答弁に変更することも許されている。ただ
いいずれにせよ，公判前会議は刑事事件の比較的少数の割合においてのみ
行われる手続であると考えられている。したがって，公判前会議が予定され
る事件は，擾雑であったり，延期される可能性がある事件ということである
から，主に延期の可能性がある事件，複数の被告人がいる場合，そして，大
量の証拠書類がある事件を念頭lこいれている 15)。一方で，弁護人の要求に
基づき，公判前会議が開催されるという可能性を示しているところも興味深
いものである叫。また興味深いことに，現在の連邦刑事訴訟規郎において
予定されている公判前会議の取り扱い事項とほぼ一致した内容が，アメリカ
法曹協会のモデノレにて予定されている。
(3) その他
その他，問時期には，全米助言委員会によるもの (NationalAdvisorγCom“ 
mission on Criminal Justice Standards and Goals) 17)とアメリカ法律協会によるもの
(America Law Institute Model Code of Pre-Arraignment Procedure)がある 18)。しか
し，後者については，公判前会議が扱われた対象には入っていない。前者
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刑事訴訟における準備手続の役割と構造 (2)
は，その基準4.10tこて，公判前会議を扱っている。こちらの構想、も，基本
的には，アメリカ法曹協会のモデノレをかなりの程度参考にしている。しかし
この構想では，申立て聴聞 (MotionsHearing) を奨励し，問題を解決すべき
ことを強調しているところに特徴がある。そして， この争いを解決する場合
として， この当時の多目的聴関 (OmnibusHearing) の実験が行われ，その有
効性が議論されていたため，この手続と結び付けて議論している。一方，公
判前会議によって，争点を絞るために有効であると認識のもと，公判に進む
ためには，ほとんどのケースで，この申立て聴醸の後に開催されるべきであ
ると指摘している。ただし，特に公判裁判官が会議を開催することによって
得るものがないと考える場合には，開催する必要がない， としていた19)。
1960年代から 1970年代は，このように，公判前会議誕生の禦明期であっ
た。公判前会議，そしてそれ以前の聴聞の有効性が議論され，様々な提案が
行われていた。
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